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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 10,219 △10.5 211 ― 240 ― 189 254.4
22年3月期 11,426 △10.9 △268 ― △286 ― 54 ―

（注）包括利益 23年3月期 199百万円 （118.0％） 22年3月期 91百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 3,038.80 3,018.30 4.0 4.0 2.1
22年3月期 881.95 874.19 1.2 △4.5 △2.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  17百万円 22年3月期  △19百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 6,008 4,831 80.3 77,254.68
22年3月期 6,038 4,692 76.6 74,190.82

（参考） 自己資本   23年3月期  4,827百万円 22年3月期  4,625百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 572 △1,546 △115 1,956
22年3月期 △369 182 △401 3,047

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,000 0.8 40 ― 60 ― 55 ― 880.03
通期 10,600 3.7 300 41.6 320 33.1 310 63.4 4,960.16



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 62,498 株 22年3月期 62,358 株
② 期末自己株式数 23年3月期 8 株 22年3月期 8 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 62,426 株 22年3月期 62,270 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 10,043 3.4 234 ― 247 ― 216 76.5
22年3月期 9,708 △13.7 △356 ― △350 ― 122 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 3,470.74 3,447.33
22年3月期 1,971.25 1,953.92

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 5,929 4,846 81.7 77,492.40
22年3月期 5,672 4,616 81.3 73,966.61

（参考） 自己資本 23年3月期  4,842百万円 22年3月期  4,613百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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（１）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は緩やかな回復基調であったものの、急激な円高や厳しい雇用情勢など景気の

先行きは個人消費を含め不透明感が残る状況となりました。このような経済情勢の中、インターネット業界につきま

しては、広告市場が回復に向かうとともにスマートフォンの登場により経営環境の好転が見られました。 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比（以下、「前年度比」という）10.6％減の10,219百万円となりまし

た。連結子会社が減少したことが減収の主な要因となっております。事業構造の改革に伴い前連結会計年度から第１

四半期にかけて連結子会社２社を譲渡いたしました。その一方で、メディア事業における広告の販売が復調傾向を持

続するとともに、より一層の費用削減を進めるなど、収益性の改善をはかることができました。 

 売上原価は、売上高の減少に伴い前年度比14.5％減の6,322百万円となりました。その結果、売上高総利益は前年

度比3.2％減の3,897百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費は、前年度比14.2％減の3,685百万円となりました。連結子会社の減少により人件費が大幅

に削減されたほか、検索連動広告事業を営む子会社の譲渡に伴い販売手数料（広告代理店手数料）が減少しました。

また、事務所移転による家賃負担の軽減や広告宣伝費及び販売促進費の見直しなど、より一層の経費削減策が寄与い

たしました。これらの結果、当連結会計年度は営業損益段階で4期ぶりの黒字決算となり、211百万円の営業利益を計

上することができました。前連結会計年度の営業損失268百万円と比べると480百万円の改善となります。経常利益

は、当連結会計年度に関連会社が1社増えるなど持分法による投資損益が改善し240百万円となりました。前連結会計

年度は286百万円の経常損失でした。 

 特別利益及び特別損失の主な内容は以下のとおりです。 

 子会社の譲渡に伴う無形固定資産の売却により61百万円の特別利益を計上しました。また投資有価証券の売却によ

り37百万円の特別利益を計上しました。 

 一方、当連結会計年度より資産除去債務に関する会計基準を適用したことにより適用初年度に係る会計処理として

その影響額68百万円を特別損失に計上しました。また本社事務所の移転に伴い52百万円の移転費用を計上しました。

 これらの結果、当連結会計年度の当期純利益は前年度比245.4％増の189百万円となりました。 

  

セグメント別の状況 

メディア事業 

 当セグメントの売上高は前年度比24.7％減の3,865百万円となりました。連結子会社減少の影響により売上減と

なりましたが、広告需要の回復に支えられ、リスティング広告が堅調に推移するとともに、新しい広告商品の投入

やアドネットワークの利用など活発な営業活動を展開することができ利益面の改善につながりました。また、当連

結会計年度は、モバイル向けに展開している人気アイドルグループ「AKB48」のファンサイトが大幅な会員増を記

録したほか、スマートフォン向けのアプリケーション開発の取り組みが功を奏し、当セグメントを支える収益源の

一つとなりました。これらの結果、営業利益は前年度比115.2％増の425百万円となりました。 

コンシューマーサービス事業 

 当セグメントの売上高は前年度比0.9％増の6,354百万円となりました。インターネット接続サービスは価格競争

力のある料金設定が支持され増収基調を持続しており、併せてコスト構造の見直しを着実に進めることができ収益

増に貢献しました。また、婚活サービスの料金改定（女性会員の有料化）や電話占いサービスの利用者増によっ

て、それぞれ増収増益を記録することができました。 

 一方、前年度をもって不採算のオンラインゲームタイトルを終了したことが減収要因となっておりますが、これ

らの事業整理により広告宣伝費や販売促進費等が大幅に減少し、収益構造の改善に寄与しました。これらの結果、

営業利益は前年度比47.4％増の649百万円となりました。 

セグメント売上高 

（単位：百万円）

  

１．経営成績

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 メディア事業  5,131  3,865  △1,265 ％△24.7

 コンシューマーサービス事業  6,295  6,354  59 ％0.9

 計   11,426  10,219  △1,206 ％△10.6

 調整額  －  －  － ％ －

売上高合計  11,426  10,219  △1,206 ％△10.6



セグメント利益（営業利益／損失） 

（単位：百万円）

※１．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。 

２．当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。このため各セグメントの売上高及び営業利益の前連結会計年度との比較につ

いては、前連結会計年度の数値を適用後の報告セグメントの区分に組み替えて算出しております。 

  

次期の見通し 

 平成24年３月期は、メディア事業におけるインターネット広告販売の復調傾向を維持伸長させるとともに、女性

向けのサービスを強化すべく広告収益モデルとなるメディア事業と有料サービスの一体運営を進めるなど、さらに

収益力を高める施策を講じてまいります。また、成長著しいソーシャルサービス分野及びスマートフォン市場の需

要を獲得するため、既存サービスのマルチデバイス対応等を進めるほか、新商品やコンテンツの開発、他社との協

業に積極的に取り組んでいく計画です。 

  

※業績予想に関する留意事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

（２）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末から30百万円減少し6,008百万円となりました。主な増減要因は

以下のとおりです。 

 現金及び預金が前連結会計年度末から392百万円減少し1,154百万円となりました。これは預金の一部を関係会社預

け金（親会社のグループファイナンス制度）に振り替えたことによるものです。 

 売掛金が、前連結会計年度末から192百万円減少し1,806百万円となりました。営業活動の活発化による増加要素は

あるものの、連結子会社の減少が大きく影響しております。 

 関係会社預け金が前連結会計年度末から802百万円増加し2,302百万円となりました。これは、上述のとおり親会社

のグループファイナンス制度を利用した資金運用をしているためで、売上債権の回収期間が短縮されるなど資金需要

の軽減等により生じた資金を預け入れしたものです。 

 投資その他の資産につきましては、投資有価証券が前連結会計年度末から73百万円増加して465百万円となりまし

た。取引先会社（株式会社地球の歩き方T&E）の株式を追加取得し、関連会社にしたことが主な増加要因となりま

す。また、本社事務所の移転に伴い敷金保証金が87百万円減少し157百万円となりました。 

 負債につきましては、買掛金が前連結会計年度末から111百万円減少し525百万円となりました。売掛金同様、営業

活動の活発化による増加要素はあるものの、連結子会社の減少による残高減となります。このほか、リース料の支払

いによってリース債務が減少しました。流動負債に計上するリース債務は前連結会計年度末から40百万円減少し86百

万円に、固定負債に計上するリース債務は同99百万円減の22百万円となりました。 

 純資産は前連結会計年度末から139百万円増加し4,831百万円となりました。189百万円の当期純利益を計上したこ

とで、利益剰余金のマイナス幅が縮小し、その残高は△2,072百万円となりました。一方、連結子会社の譲渡に伴い

少数株主持分が63百万円減少しました。 

 自己資本比率は前連結会計年度末から3.7ポイント増加し80.3％となりました。 

   

キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から1,090百万円減少し1,956百万円となりました。

親会社のグループファイナンス制度を利用した資金運用における預入期間を３ヶ月超としたことによる1,500百万円

の支出が主な要因です。また当連結会計年度は、営業活動が復調し活発になる中、売上債権の回収期間が短縮される

など資金繰りに余裕が生まれ、営業キャッシュ・フローを大きく改善することができました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の369百万円の支出から572百万円の収入に転じることがで

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 メディア事業  197  425  227 ％ 115.2

 コンシューマーサービス事業  440  649  208 ％47.4

 計  637  1,074  436 ％ 68.4

 調整額（管理部門の費用等）  △906  △862  44 ％ －

セグメント利益合計  △268  211  480 ％ －



きました。利益増に加え、カード決済による有料サービスの料金回収期間が短縮されたことにより売上債権の増加幅

が抑えられ、支出の抑制に寄与いたしました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度は182百万円の収入でしたが、当連結会計年度は1,546百万

円の支出となりました。これは、前述のとおり親会社に対する預け金の預入期間を３ヶ月超としたことにより、当該

預け金1,500百万円が支出要因となったことによるものです。また当連結会計年度は、本社事務所を移転したことに

よって、敷金及び保証金の回収と差入が生じました。このほか、関連会社化した会社の株式取得に47百万円を投資す

るとともに、事業整理に伴う無形固定資産の売却により118百万円の収入を得ました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、115百万円の支出となりました。前連結会計年度は401百万円の支出でし

た。当連結会計年度における主な支出の内容は、ファイナンス・リース債務の返済によるものです。  

（単位：％）

＊自己資本比率＝自己資本÷総資産 

＊時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産 

＊債務の返済に係る安全性指標につきましては、有利子負債がありませんので記載を省略しております。  

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率  82.6  79.3  67.2  76.6  80.3

時価ベースの自己資本比率  144.5  50.4  21.9  36.2  71.8



 当社は親会社である伊藤忠商事株式会社が形成する企業集団の「機械・情報カンパニー」部門に属しており、同企業集

団においてインターネットを使った事業を展開しております。また当社は、子会社・関連会社と連携したサービスを提供

しております。当社グループ（当社及び連結子会社、持分法適用関連会社）の主な事業内容は以下のとおりです。 

   

・メディア事業 

ポータルサイト運営、情報提供等 

・コンシューマーサービス事業 

インターネット接続サービス、コミュニケーションサービス等 

  

 当社グループの構成及び企業集団における各社の位置付け並びに事業取引の系統図は以下のとおりです。 

  

   

・ビューティーナビ株式会社は、美容室のインターネット検索サイトを運営する事業会社で、平成19年６月15日及び平

成21年５月14日に当社は同社の第三者割当増資を引き受け子会社にいたしました。当社は同社の美容室情報を活用し

ポータルサイトコンテンツの充実を図っております。 

・株式会社ハッツ・アンリミテッドは、音楽ソフトの作成及び販売、原盤権の取り扱いをする事業会社で、平成19年４

月11日に当社は同社の第三者割当増資を引き受けました。当社は同社との業務提携を通じて音楽関連事業の拡大を目

指します。  

・平成22年８月13日、旅行関連の情報サイトを運営する株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式を追加取得したことによ

り、同社は当社の関連会社となりました。これにより事業シナジーの向上をはかるものであります。なお、平成23年

1月に同社株式を追加取得し当社の出資比率は40.0％となりました。 

  

会社の経営の基本方針、目標とする経営指標、中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

平成22年３月期決算短信（平成22年５月７日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略し

ております。  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://ir.excite.co.jp/ 

（大阪証券取引所ホームページ（銘柄検索ページ）） 

http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

   

２．企業集団の状況

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,547,176 1,154,892

売掛金 1,999,615 1,806,988

商品及び製品 0 －

原材料及び貯蔵品 1,502 1,946

前渡金 2,130 －

関係会社預け金 1,500,000 2,302,023

その他 178,303 39,370

貸倒引当金 △4,205 △16,286

流動資産合計 5,224,522 5,288,935

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 124,366 3,081

減価償却累計額 ※1  △118,320 ※1  △1,033

建物及び構築物（純額） 6,046 2,047

工具、器具及び備品 248,619 125,594

減価償却累計額 ※1  △205,740 ※1  △91,281

工具、器具及び備品（純額） 42,878 34,313

リース資産 383,215 282,018

減価償却累計額 ※1  △369,555 ※1  △275,128

リース資産（純額） 13,660 6,889

有形固定資産合計 62,586 43,250

無形固定資産   

権利金 0 －

ソフトウエア 101,158 52,874

リース資産 12,656 －

その他 924 924

無形固定資産合計 114,739 53,799

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  392,082 ※2  465,153

破産更生債権等 78,792 70,976

敷金及び保証金 244,680 157,274

貸倒引当金 △78,792 △70,944

投資その他の資産合計 636,762 622,459

固定資産合計 814,088 719,508

資産合計 6,038,610 6,008,444



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 636,485 525,073

未払金 200,363 171,150

リース債務 127,312 86,408

未払法人税等 19,658 15,606

未払消費税等 12,065 25,337

賞与引当金 69,957 112,858

その他 152,508 206,707

流動負債合計 1,218,350 1,143,141

固定負債   

リース債務 121,310 22,067

繰延税金負債 5,185 11,656

その他 1,761 321

固定負債合計 128,257 34,045

負債合計 1,346,608 1,177,187

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,232,235 3,233,327

資本剰余金 3,653,117 3,654,208

利益剰余金 △2,261,745 △2,072,044

自己株式 △4,830 △4,830

株主資本合計 4,618,777 4,810,661

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,019 16,983

その他の包括利益累計額合計 7,019 16,983

新株予約権 3,119 3,612

少数株主持分 63,085 －

純資産合計 4,692,002 4,831,256

負債純資産合計 6,038,610 6,008,444



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
  連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 11,426,145 10,219,804

売上原価 7,398,870 6,322,801

売上総利益 4,027,275 3,897,003

販売費及び一般管理費 ※1  4,296,119 ※1  3,685,091

営業利益又は営業損失（△） △268,843 211,911

営業外収益   

受取利息 11,045 13,277

受取配当金 2,341 3,905

持分法による投資利益 － 17,044

その他 5,056 4,528

営業外収益合計 18,443 38,755

営業外費用   

支払利息 10,383 4,854

為替差損 － 1,783

消費税等調整額 － 1,292

持分法による投資損失 19,021 －

その他 6,210 2,300

営業外費用合計 35,615 10,230

経常利益又は経常損失（△） △286,015 240,436

特別利益   

投資有価証券売却益 46,913 37,608

関係会社株式売却益 629,058 3,046

固定資産売却益 － ※2  61,501

新株予約権戻入益 499 －

その他 52,059 6,264

特別利益合計 728,529 108,420

特別損失   

固定資産除却損 ※3  2,909 ※3  1,495

減損損失 ※5  284,572 ※5  1,482

投資有価証券評価損 966 7,860

関係会社整理損 1,590 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68,286

事務所移転費用 － 52,894

貸倒引当金繰入額 － 4,665

固定資産臨時償却費 － ※4  6,574

過年度著作権使用料 － 7,397

その他 13,702 2,707

特別損失合計 303,741 153,364

税金等調整前当期純利益 138,772 195,492

法人税、住民税及び事業税 56,905 5,792

法人税等調整額 △3,412 －

法人税等合計 53,493 5,792

少数株主損益調整前当期純利益 － 189,700

少数株主利益 30,360 －

当期純利益 54,919 189,700



  連結包括利益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 189,700

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 9,964

その他の包括利益合計 － ※2  9,964

包括利益 － ※1  199,664

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 199,664

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,229,934 3,232,235

当期変動額   

新株の発行 2,301 1,091

当期変動額合計 2,301 1,091

当期末残高 3,232,235 3,233,327

資本剰余金   

前期末残高 3,650,815 3,653,117

当期変動額   

新株の発行 2,301 1,091

当期変動額合計 2,301 1,091

当期末残高 3,653,117 3,654,208

利益剰余金   

前期末残高 △2,316,664 △2,261,745

当期変動額   

当期純利益 54,919 189,700

当期変動額合計 54,919 189,700

当期末残高 △2,261,745 △2,072,044

自己株式   

前期末残高 △4,830 △4,830

当期末残高 △4,830 △4,830

株主資本合計   

前期末残高 4,559,255 4,618,777

当期変動額   

新株の発行 4,602 2,183

当期純利益 54,919 189,700

当期変動額合計 59,522 191,883

当期末残高 4,618,777 4,810,661

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 691 7,019

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,327 9,964

当期変動額合計 6,327 9,964

当期末残高 7,019 16,983

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 691 7,019

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,327 9,964



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当期変動額合計 6,327 9,964

当期末残高 7,019 16,983

新株予約権   

前期末残高 2,745 3,119

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 374 492

当期変動額合計 374 492

当期末残高 3,119 3,612

少数株主持分   

前期末残高 324,308 63,085

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △261,223 －

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 － △63,085

当期変動額合計 △261,223 △63,085

当期末残高 63,085 －

純資産合計   

前期末残高 4,887,002 4,692,002

当期変動額   

新株の発行 4,602 2,183

当期純利益 54,919 189,700

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △254,521 10,456

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 － △63,085

当期変動額合計 △194,999 139,254

当期末残高 4,692,002 4,831,256



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 138,772 195,492

減価償却費 72,943 37,259

権利金償却費 7,984 －

ソフトウエア償却費 66,353 34,622

のれん償却額 2,671 －

固定資産臨時償却費 － 6,574

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68,286

持分法による投資損益（△は益） 19,021 △17,044

賞与引当金の増減額（△は減少） 38,662 53,374

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,254 13,451

その他の引当金の増減額（△は減少） △11,127 －

受取利息 △11,045 △13,277

受取配当金 △2,341 △3,905

支払利息 10,383 4,854

株式報酬費用 873 492

新株予約権戻入益 △499 －

固定資産売却損益（△は益） － △61,501

固定資産除却損 2,909 1,495

リース解約損 1,115 －

減損損失 284,572 1,482

関係会社株式売却損益（△は益） △629,058 △3,046

投資有価証券売却損益（△は益） △46,913 △37,608

投資有価証券評価損益（△は益） 966 7,860

関係会社整理損 1,590 －

賃貸借契約解約損 4,320 －

売上債権の増減額（△は増加） △11,810 △46,960

たな卸資産の増減額（△は増加） 637 △444

前渡金の増減額（△は増加） 3,039 2,110

その他の流動資産の増減額（△は増加） 9,315 36,762

仕入債務の増減額（△は減少） △171,556 58,004

未払金の増減額（△は減少） △108,693 63,782

未払費用の増減額（△は減少） 28 61,060

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減
少）

△1,882 △26

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,519 39,018

その他の流動負債の増減額（△は減少） 30,487 57,522

その他 △45,144 8,215

小計 △344,687 567,909

利息の受取額 10,120 11,556

配当金の受取額 2,341 3,693

利息の支払額 △10,383 △4,854

法人税等の支払額 △26,283 △6,115

その他 △970 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △369,863 572,189



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △285,499 △47,480

投資有価証券の売却による収入 173,356 37,636

有形固定資産の取得による支出 △48,950 △22,362

有形固定資産の売却による収入 556 －

無形固定資産の取得による支出 △133,895 △35,856

無形固定資産の売却による収入 19,694 118,291

敷金及び保証金の差入による支出 △55,947 △82,581

敷金及び保証金の回収による収入 8,346 94,096

関係会社預け金の預入による支出 － △1,500,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

17,338 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

※2  486,891 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ ※3  △105,012

資産除去債務の履行による支出 － △3,183

その他の投資活動による収入（△支出） 350 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 182,243 △1,546,452

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △261,294 △118,180

株式の発行による収入 4,602 2,183

少数株主への払戻による支出 △145,155 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △401,847 △115,997

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △589,467 △1,090,260

現金及び現金同等物の期首残高 3,636,644 3,047,176

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,047,176 ※1  1,956,916



 該当事項はありません。 

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

エキサイト・ミュージックエンタテイ

ンメント㈱  

ビューティーナビ㈱ 

上記のうち、ビューティーナビ㈱は、

前連結会計年度において持分法適用の

関連会社でありましたが、同社の増資

引受に伴い子会社（出資比率76.0％）

となりましたので、第１四半期連結会

計期間より連結の範囲に含めておりま

す。 

また、㈱オンネットジャパンは平成21

年５月14日をもって清算したため、第

１四半期連結会計期間より、エキサイ

トクレジット㈱は、平成21年７月24日

をもって清算したため、第２四半期連

結会計期間より連結の範囲から除外し

ております。  

㈱クロスリスティングは、平成22年３

月31日付けで全保有株式を売却いたし

ましたので、当連結会計年度末におい

て連結の範囲から除外しております。 

なお、除外までの期間の損益及びキャ

ッシュ・フローは連結損益計算書及び

連結キャッシュ・フロー計算書に含ま

れております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

ビューティーナビ㈱ 

前連結会計年度において連結子会社で

ありました、エキサイト・ミュージッ

クエンタテインメント㈱（現 EMTG株

式会社）は、当社が保有する同社全株

式を売却したため、連結の範囲から除

外しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数 １社 

関連会社の名称 

㈱ハッツ・アンリミテッド 

前連結会計年度において持分法適用の

関連会社であったビューティーナビ㈱

は、同社の増資引受に伴い子会社とな

りましたので、第１四半期連結会計期

間より連結の範囲に含めております。 

持分法適用の関連会社数 ２社 

関連会社の名称 

㈱ハッツ・アンリミテッド 

㈱地球の歩き方Ｔ＆Ｅ 

㈱地球の歩き方Ｔ＆Ｅは、株式を追加

取得したため、第２四半期連結会計期

間より、持分法適用の関連会社に含め

ております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「持分法に関す

る会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年３月10日公表分）及び「持分法適

用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号 平成20年

３月10日）を適用しております。 

 これによる連結財務諸表に与える影響

はありません。 

  



   

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結

決算日と一致しております。 

同 左 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

連結決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しております。  

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

同 左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同 左 

  

  ②たな卸資産 

 イ．商品及び製品 

移動平均法による原価法(貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。 

②たな卸資産 

 イ．商品及び製品 

同 左 

  

   ロ．原材料  

移動平均法による原価法(貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。  

 ロ．原材料  

同 左 

   ハ．貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対

照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。 

 ハ．貯蔵品 

同 左 

 

  



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）及び構築物に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物及び構築物     ３～22年 

  工具、器具及び備品   ２～15年 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

同 左 

   ②無形固定資産(リース資産を除く) 

 定額法を採用しております。 

なお、権利金については契約期間（１

～５年）に基づいております。また、

自社利用のソフトウェアについては、

当社グループにおける見込利用可能期

間（１～５年）に基づいております。 

 ②無形固定資産(リース資産を除く) 

同 左 

   ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。  

 ③リース資産 

同 左 

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を

算定しております。 

①貸倒引当金 

同 左 

  ②賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支

給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。 

②賞与引当金 

同 左 

(4）のれんの償却方法及び償

却期間 

──────  のれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。なお、金額的

重要性が乏しい場合には、発生年度の損

益として処理しております。  

(5）連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

──────  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、且つ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

(6）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。  

消費税等の会計処理 

同 左 



  

  

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

────── 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

のれんの償却については、５年間の均等

償却を行っております。なお、金額的重

要性が乏しい場合には、発生年度の損益

として処理しております。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、且つ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

────── 

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ 千

円、税金等調整前当期純利益は 千円減少しておりま

す。  

6,018

74,305



   

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において、流動資産の「受取手形及び

売掛金」に含めて表示しておりました「売掛金」は、

当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前

連結会計年度の「受取手形及び売掛金」の金額

2,152,985千円は、全額「売掛金」であります。 

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において区分掲記しておりました流動

資産の「前渡金」については、当連結会計年度におい

て資産の総額の100分の５以下であるため、流動資産

の「その他」に含めて表示しております。なお、当連

結会計年度の流動資産の「その他」に含まれる「前渡

金」の金額は 千円であります。 30

２．前連結会計年度において、区分掲記しておりました無

形固定資産の「のれん」については、当連結会計年度

より重要性が低下したため無形固定資産の「その他」

に含めて表示しております。なお、当連結会計年度に

おいて無形固定資産の「その他」に含まれる「のれ

ん」の金額は、0千円であります。 

２．前連結会計年度において区分掲記しておりました無形

固定資産の「権利金」については、当連結会計年度に

おいて資産の総額の100分の５以下であるため、無形

固定資産の「その他」に含めて表示しております。な

お、当連結会計年度の無形固定資産の「その他」に含

まれる「権利金」の金額は 千円であります。 0

  ３．前連結会計年度において区分掲記しておりました無形

固定資産の「リース資産」については、当連結会計年

度において重要性が低下したため無形固定資産の「そ

の他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度の無形固定資産の「その他」に含まれる「リース

資産」の金額は 千円であります。 0

（連結損益計算書） 

────── 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において特別利益の「その他」に含め

て表示しておりました「固定資産売却益」について

は、当連結会計年度において重要性が増したため区分

掲記しております。なお、前連結会計年度において特

別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」の

金額は 千円であります。 

２．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基

づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月

24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調

整前当期純利益」の科目で表示しております。 

49,591

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

────── 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度において「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「固定資産売却損益（△は益）」については、当連

結会計年度において重要性が増したため区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度において「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「固定資産売却損益（△は益）」の金額は 千円

であります。 

49,591



  

  

  

  

  

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．減価償却累計額には減損損失累計額が含まれてお

ります。  

※１．減価償却累計額には減損損失累計額が含まれてお

ります。  

※２．このうち関連会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

※２．このうち関連会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

投資有価証券（株式） 千円21,649 投資有価証券（株式） 千円94,880

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給与手当 千円1,504,312

業務委託費 千円735,702

減価償却費 千円45,440

ソフトウエア償却費 千円53,914

貸倒引当金繰入額 千円11,961

賞与引当金繰入額 千円69,957

給与手当 千円1,149,220

業務委託費 千円938,078

減価償却費 千円32,777

ソフトウエア償却費 千円34,539

貸倒引当金繰入額 千円1,729

賞与引当金繰入額 千円112,858

────── ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

  

ソフトウエア 千円61,501

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 千円1,319

工具、器具及び備品 

権利金  

千円

千円

1,590

0

ソフトウエア 千円0

 計 千円2,909

のれん 千円0

権利金 千円0

ソフトウエア 千円1,495

 計 千円1,495

────── ※４．固定資産臨時償却費の内容は次のとおりでありま

す。 

  

  

ソフトウエア 千円6,574



  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  
※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

   

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※５．当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

（１）資産グループ及び減損損失の金額 

※上記資産を有する場所は、東京都渋谷区であります。 

資産グループ又は用途 

（供用する事業） 
資産の種類 

減損金額 

（千円） 

メディア事業 

建物  71

工具、器具及び備品  2,202

ソフトウエア  16,928

のれん  15,139

オンラインゲーム

事業 
権利金  119,766

音楽コンテンツ配

信事業 
ソフトウエア  25,887

全社共用 

建物  676

工具、器具及び備品  2,713

ソフトウエア  11,493

リース資産  89,693

計  284,572

※５．当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

（１）資産グループ及び減損損失の金額 

※上記資産を有する場所は、東京都港区であります。 

  

資産グループ又は用途

（供用する事業） 
資産の種類 

減損金額 

（千円） 

音楽コンテンツ配

信事業 
ソフトウエア  1,482

（２）グルーピングの方法 

原則として、事業用資産については事業単位を基準と

してグルーピングを行っており、遊休資産については

個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

（２）グルーピングの方法 

同左 

（３）減損損失を認識するに至った経緯 

資産グループ毎に不採算案件に紐付く資産及び遊休資

産を特定し、回収可能価額まで減額しております。 

（３）減損損失を認識するに至った経緯 

同左 

（４）回収可能価額の算定方法 

使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを10％で割り引いて算定しております。工具、器具

及び備品の一部については正味売却価額により測定し

ております。 

（４）回収可能価額の算定方法 

同左 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円61,246

少数株主に係る包括利益  30,360

計  91,606

その他有価証券評価差額金 千円6,327



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使によるものです。 

      

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使によるものです。 

      

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注)  62,080.0  278.0  －  62,358.0

合計  62,080.0  278.0  －  62,358.0

自己株式         

普通株式  8.0  －  －  8.0

合計  8.0  －  －  8.0

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－  －  －  －  －  3,119

合計 －  －  －  －  －  3,119

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注)  62,358.0  140.0 －  62,498.0

合計  62,358.0  140.0 －  62,498.0

自己株式         

普通株式  8.0 － －  8.0

合計  8.0 － －  8.0

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ － － － －  3,612

合計 － － － － －  3,612



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

関係会社預け金は、余裕資金を親会社である伊藤忠

商事㈱に預け入れており、現金及び現金同等物の扱

いとしております。 

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 

関係会社預け金勘定 

千円

千円

1,547,176

1,500,000

現金及び現金同等物 千円3,047,176

関係会社預け金は、余裕資金を親会社である伊藤忠

商事㈱に預け入れており、預入れ期間が３ヶ月以内

の関係会社預け金については、現金及び現金同等物

の扱いとしております。 

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 千円1,154,892

預入れ期間が３ヶ月以内の関係

会社預け金勘定 
千円802,023

現金及び現金同等物 千円1,956,916

※２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

株式の売却により株式会社クロスリスティングが連

結子会社でなくなったことに伴う、連結除外時点で

の資産及び負債の主な内訳並びに連結範囲の変更を

伴う子会社株式の売却による収入との関係は次のと

おりであります。 

流動資産 千円519,800

固定資産 千円54,364

流動負債 千円△184,859

固定負債 千円△715

少数株主持分 千円△168,648

関係会社株式売却益 千円629,058

子会社株式の売却価額 千円849,000

子会社の現金及び現金同等物 千円△362,108

差引:連結の範囲の変更を伴う子

会社株式の売却による収入 
千円486,891

────── 

────── ※３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

株式の売却によりエキサイト・ミュージックエンタ

テインメント㈱（現 EMTG株式会社）が連結子会社

でなくなったことに伴う、連結除外時点での資産及

び負債の主な内訳並びに連結範囲の変更を伴う子会

社株式の売却による支出との関係は次のとおりであ

ります。 

流動資産 千円438,609

固定資産 千円52,343

流動負債 千円△355,478

固定負債 千円△12,835

少数株主持分 千円△63,085

関係会社株式売却益 千円3,046

子会社株式の売却価額 千円62,598

子会社の現金及び現金同等物 千円△167,611

差引:連結の範囲の変更を伴う子

会社株式の売却による支出 
千円△105,012



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（単位:千円）

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要なサービス等の名称 

事業区分は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。 

     なお、メディア事業を営む㈱クロスリスティングについては、平成22年３月31日に全保有株式を売却した

ため、連結の範囲から除外しております。同社については、株式売却までの期間の損益については連結損

益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に反映させるとともに、事業の種類別セグメント情報に「メ

ディア事業」として記載しております。 

   ２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 千円であり、主なもの

は、当社の管理部門に係る費用であります。 

３. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 千円であり、主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び現金同等物)、及び管理部門に係る資産であります。 

４. 減価償却費には、無形固定資産に係る償却を含んでおります。 

      

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  メディア事業 
エンタテイン 

メント事業 その他事業 計 消去又は全社  連結 

Ⅰ 売上高及び 

  営業損益 
                              

売上高                                

(1）外部顧客に対する売上高  2,935,613  8,319,406  171,126  11,426,145 －  11,426,145

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計  2,935,613  8,319,406  171,126  11,426,145 －  11,426,145

営業費用  3,005,045  8,114,699  153,826  11,273,571  421,417  11,694,989

営業利益(△損失)  △69,432  204,706  17,299  152,574  △421,417  △268,843

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                              

資産  441,704  2,035,416  1,539  2,478,661  3,559,949  6,038,610

減価償却費  60,793  56,273 －  117,066  32,885  149,952

減損損失  34,341  145,653 －  179,995  104,577  284,572

資本的支出  29,547  129,289 －  158,836  24,008  182,845

事業区分 主要なサービス 

メディア事業 広告、検索連動型広告等 

エンタテインメント事業 
コミュニティーサービス、オンラインゲーム、音楽コンテンツ配信、

インターネット接続サービス等 

その他事業 Ｅコマース、新規事業等 

421,417

3,645,121

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、サービスの種類別に２つの事業本部を置き、それぞれ事業特性に応じた活動を展開しております。 

したがって、当社は、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「メディア事業」、「コンシュ

ーマーサービス事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「メディア事業」は、ポータルサイト運営をはじめ、様々な情報を提供することでインターネット上のメディ

アとしての活動を展開しております。「コンシューマーサービス事業」は、インターネット接続サービスやコミ

ュニケーションサービス等を提供しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成21年４月１日  至平成22年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

ｄ．セグメント情報

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２ メディア事業

コンシューマー

サービス事業 合計 

売上高           

外部顧客への売上高  5,131,111  6,295,034  11,426,145 －  11,426,145

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  5,131,111  6,295,034  11,426,145 －  11,426,145

セグメント利益  197,623  440,209  637,832  △906,676  △268,843

その他の項目           

減価償却費  117,769  16,576  134,346  15,606  149,952

△906,676 △906,676

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２ メディア事業

コンシューマー

サービス事業 合計 

売上高           

外部顧客への売上高  3,865,154  6,354,650  10,219,804 －  10,219,804

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  3,865,154  6,354,650  10,219,804 －  10,219,804

セグメント利益  425,316  649,005  1,074,321  △862,409  211,911

その他の項目           

減価償却費  41,466  8,685  50,152  21,729  71,882

△862,409 △862,409



っていないため記載しておりません。 

  

（追加情報） 
当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27
日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３
月21日）を適用しております。 

   



 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 74,190 82

１株当たり当期純利益金額 円 銭 881 95

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
円 銭 874 19

１株当たり純資産額 円 銭 77,254 68

１株当たり当期純利益金額 円 銭 3,038 80

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
円 銭 3,018 30

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円）  54,919  189,700

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円）  54,919  189,700

期中平均株式数（株）  62,270.55  62,426.02

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株）  552  423

（うち新株予約権）  (552)  (423)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

新株予約権 ３種類 

（新株予約権の数  株） 348

新株予約権 ３種類 

（新株予約権の数  株）  268



  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．子会社株式の譲渡 

当社は平成22年５月７日開催の取締役会において、

事業ドメインの見直しにより、連結子会社であるエ

キサイト・ミュージックエンタテインメント株式会

社の株式全てを譲渡することを決議し、平成22年５

月11日に譲渡しております。 

①当該子会社の名称、事業内容、持分比率 

名称   エキサイト・ミュージックエンタテイン

メント株式会社 

事業内容 音楽レーベル事業 

当社との取引 Webサイトの運営委託  

持分比率 49.4％ 

②株式の譲渡先 

会社名  株式会社ミノスケ 

③譲渡の時期 

平成22年５日11日  

④譲渡する株式数、譲渡価額、譲渡後の持分比率 

譲渡する株式数   1,640株 

譲渡価額     62,598千円 

譲渡後の持分比率   ― ％ 

⑤株式の譲渡による売却損益 

売却損益はございません。 

 なお、本件を含む事業ドメインの見直しに関連し

て一部ソフトウェアの処分（売却）をいたします。 

売却価額は57,000千円（税抜）となる見込みです。 

  

２．事務所移転に伴う費用の発生  

当社は、平成22年５月19日開催の取締役会におい

て、経費節減策の一環として本社事務所等を移転す

ることを決議いたしました。 

これに伴い、現在の事務所の現状回復等によって

66,000千円程度の特別損失が発生する見込みであり

ます。 

────── 



（１）役員の異動  

 開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

（２）補足資料（連結）  

① 売上区分別の販売実績 

  

② 販売費及び一般管理費の明細 

  

５．その他

区分 

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

広告  2,658,158  23.3  1,821,275  17.8

課金コンテンツサービス  3,337,242  29.2  2,721,051  26.6

フレンズ  362,486  354,394

恋愛結婚  217,621  248,291

オンラインゲーム  347,876  139,508

音楽コンテンツ配信  2,072,659  1,434,865

その他  336,598  543,990

ブロードバンドサービス  5,028,432  44.0  5,135,080  50.3

Ｅコマース  95,361  0.8  48,591  0.5

その他  306,951  2.7  493,805  4.8

合計  11,426,145  100.0  10,219,804  100.0

区分 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 金額（千円） 

広告宣伝費  54,996  19,227

販売手数料  276,732  161,693

販売促進費  135,069  50,249

業務提携料  270,878  322,244

ロイヤリティ  204,006  218,895

人件費  1,845,097  1,496,370

業務委託費  735,702  938,078

減価償却費  45,440  32,777

ソフトウエア償却費  53,914  34,539

のれん償却額  2,671  －

事務所家賃  240,394  168,613

その他  431,213  242,402

合計  4,296,119  3,685,091
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